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要旨：本研究の目的はインターネット上のディスプレイ広告におけるオプトイ

ン方式を採用した許可制広告（ PBA）とリワード広告の広告効果を解明するこ

とである。リワード広告を利用したトークンエコノミー「アド・トークンエコ

ノミー」にも言及し、リワード広告視聴で取得した報酬の使用に関しても調査

を行った。調査には独自で作成したウェブサイトに加え、広告配信の許可を尋

ねるオプトインシステムを実装したものを使用した。調査は大学生 60 名を対

象に行った。調査の結果、PBA とリワード広告は通常のディスプレイ広告と比

較して、広告態度、ブランド態度、ウェブサイト評価に高得点を示し、オプト

イン方式と報酬が広告効果に正の影響を与えることが明らかとなった。リワー

ド広告視聴で取得した報酬はコンテンツ支援に利用され、より利用頻度の高い

コンテンツに付与されることも明らかとなった。この結果は、リワード広告を

利用したアド・トークンエコノミー成立への可能性を示唆した。  
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1.はじめに  

“Half the money I spend on advertising is wasted; the trouble is I don't know 

which half”これは米国においてマーケティングのパイオニアと呼ばれた John 

Wanamaker の有名な引用である（Lopez, 2008）。 ”広告活動に費やす金額の半分

は無駄であるが、問題なのはどちらの半分が無駄なのかわからないこと ”、つ

まり広告効果の把握が困難なことを意味する。インターネット広告でも同様の

ことが起きている。  

ニールセンの調査（ 2017）によると日本のデジタル広告への投資額の半分は

無駄になっている。まさに John Wanamaker の引用が数値として現れている。

リサーチプラス（ 2018）のインターネット広告についての意識調査、神田・鳥

山・清水（2013）による商品カテゴリー別購買時の情報源調査の 2007 年 -2012

年の比較による結果では、ネット広告に対する疑心の増加とバナー広告を参考

にする人の減少が報告されている。上記のようにインターネット広告の現状は

広告主、消費者（ユーザー）双方から見て非常に多くの問題を抱えている。  

これを踏まえ、広告問題の対策を行うアドベリフィケーションが様々な企業

で行われている（土山 ,  2018）。広瀬（2016）によると、アドベリフィケーシ

ョンとは配信した広告が、広告主のイメージ低下を招くようなサイトに配信さ

れていないか、ユーザーが認識できる場所に掲載されているかなどを確認する

ためのツールである。  

広告主側はアドベリフィケーションに取り組むが、広瀬（ 2016）によると、

アドベリフィケーションで広告枠の品質課題を解決するのは不可能に近いとい

う。一方、ユーザー側はアドブロックの活用により対策を行うことができる。

アドブロックを利用することでネット上の広告のほとんどを非表示化すること

ができる。  

アドベリフィケーションとアドブロックの両側面を含有するものが、許可制

の広告配信「 Permission-Based Advertising」（以下 PBA と呼ぶ）である。PBA

はオプトイン方式であり、従来の広告とは異なり、特定の製品、サービス、コ

ンテンツについてのメッセージを受け取りたいと明示した個人にのみ提供する
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ものである（Chowdhury, Parvin, Weitenberner, & Becker, 2006）。従来のインタ

ーネット広告と違いオプトイン方式をとるのが特徴である。  

PBA と共に活用されるものがリワード広告だ。リワード広告とは、プロモ

ーションやキャンペーンの受け取りに同意した個人に対して、特定の金銭的報

酬を与えるものである（Tsang, Shu-Chun, & Ting-Peng, 2004）。本研究では

PBA とリワード広告をインターネット広告に活用した際の広告効果に焦点を

当てる。  

PBA はデフォルトで広告受信を行わないため、ウェブサイトの広告収入を

阻害してしまう。Rajiv, Marshall,  & Jie（2002）は広告収入によって成り立っ

ているウェブサイトは様々なコンテンツを提供しており、広告はこのようなウ

ェブサイトの大部分の収入を提供していると述べている。しかし、この広告収

入によって悪質なウェブサイトが存在するのも事実である。日本経済新聞 1 )に

よると、違法コピーされた漫画をウェブサイトで公開し広告収入を得ていた容

疑者が拘束された。億円単位の広告収入があったとみられている。このような

違法サイトは広告収入がインセンティブとなって作成される。  

この対策としてトークンエコノミーを挙げる。トークンエコノミー（トーク

ンコミュニティ）とは定義は様々だが、博報堂（ 2018）ではブロックチェーン

技術で実装されたトークンを使って、共通の価値観をもった不特定多数の生活

者が活発に価値交換を行うコミュニティとしている。リワード広告によって取

得したトークンという価値媒体を用いて、コンテンツ（ウェブサイト等）への

投げ銭が想定できる。広告収入の代わりに、投げ銭により収入を得ることがで

きる。本研究の目的は「インターネット広告におけるオプトイン方式、許可制

広告（PBA）、リワード広告の広告効果を明らかにすること」とする。  

 

2.インターネット広告について  

2-1．インターネット広告の現状  

まずインターネット広告の現状を見ていく。近年はインターネット広告費の

伸び率が高く、電通（2019）によると、2018 年の日本の広告費におけるイン
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ターネット広告の構成比は 26.9%と割合が大きく、今後もさらに伸びていくと

予想されている。インターネット広告には種類があり、電通報（ 2019）による

と媒体費の中でディスプレイ広告、検索連動型広告がインターネット広告の 8

割近くを占めている。本研究では電通報（2019）による媒体費の割合からディ

スプレイ広告に焦点を当て、研究を進めていく。  

電通報（ 2017）によるとインターネット広告には三つの考慮すべき課題があ

る。広告がユーザーに本当に見られているのか「ビューアビリティ」、広告が

人の視聴ではなくボット・機械によって不正なインプレッションやクリックが

発生していないか「アドフラウド」、広告が不適切なページやコンテンツに表

示されていないか「ブランドセーフティ」である。これらは広告の価値毀損、

正確な広告評価、効果測定に関わるため、問題の把握と本格的な対策が喫緊の

課題となっている。  

「アドベリフィケーション推進協会調査レポート Vol.3」（2018）によると日

本はグローバルと比べて同等、またはそれ以上のアドフラウドのリスクにさら

されているという。日経産業新聞 2)によると、広告詐欺の被害は年間 300 億円

規模にも上る可能性がある。ニールセン（ 2017）の調査では日本のオンライン

キャンペーンにおけるビューアビリティは 48%であり、約半分ほどの投資が

表示されていない広告に費やされていることが明らかとなった。  

 

2-2.広告問題と影響  

アドフラウドをはじめとしたインターネット広告の問題はユーザー側にも影

響を与えている。その代表となるものが、アドクラッター、アドブロックであ

る。  

Ha & Mccann（2008）によるとアドクラッター（広告クラッター）はメディ

ア上に非常に多くの広告コンテンツの露出が知覚されることである。アドクラ

ッターはその影響が多岐にわたるため様々な研究が行われている。Bogart

（2004）では 1977 年に行った新聞の質に影響する要因の調査から、広告でな

いコンテンツの総量、広告の量が新聞の質に影響を与える一つだと明らかにし
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た。Ha & Mccann（2008）は高水準のアドクラッターを知覚した消費者は広告

認知を阻害し、コンテンツを質が低いと知覚してしまうなどオンライン広告の

ネガティブな効果を生起させてしまうだろうと述べている。  

より深刻な問題がアドブロックである。アドブロックは主にブラウザの拡張

機能として採用されており、アドブロックを活用することによりほとんどのウ

ェブ上の広告が非表示になる。横山・進藤・上林（ 2017）はアドブロックによ

り既存の広告ビジネスが崩壊する恐れがあると述べており、 PageFair（ 2017）

の調査ではアドブロックの普及率は非常に高水準で伸びていることが明らかと

なった。  

 

2-3.企業・消費者視点のインターネット広告  

世界におけるインターネット広告の増加に反して、インターネット広告のネ

ガティブな側面をリスクと捉え、インターネット広告費を削減する企業も出て

きている。BUSINESS INSIDER（ 2017）の記事によるとプロクター・アンド・

ギャンブル（ P&G）はデジタル広告（インターネット広告）が不透明だという

理由でデジタル広告の見直しを行った。その結果、デジタル広告を減らしたが

売上は増加した。ユニリーバも同様の対策を講じた。前年比で P&G が 41％、

ユニリーバが 59％のデジタル広告費を削減している。  

こうした企業がある中、ニールセンの調査（ 2018）では 2018 年にブランデ

ィング目的のデジタル広告費を増やすと 42%の企業が回答した。また、2018

年の広告動態調査によると企業のブランディング活動について 85%以上の企

業が重視していると回答した。その内約 50%が「企業ブランディングとして

行っていること」としてインターネット広告の出稿（スマートフォン、パソコ

ン）を挙げ、多くの企業でアドベリフィケーションにも取り組んでいることが

明らかとなった（土山 ,  2018）。  

消費者側の意見はどうだろう。濱岡（ 2007）の情報源の利用状況調査の結果

では、バナー広告は認知、客観的情報、評価情報、最終決定全ての項目で他の

情報源に比べて非常に低い割合での利用状況だった。また、リサーチプラスの
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インターネット広告についての意識調査（ 2018）によるとインターネット上の

広告が邪魔・迷惑だと思ったことがありますかという質問に対し、 20 代の

90%以上が「はい」と回答した（ n=184）。以上より企業側はインターネット広

告のリスクを承知してブランディングのために活用しており、消費者はインタ

ーネット広告に対してネガティブな印象を持つ人が多いことが見受けられる。  

 

2-4.オプトイン広告、Permission-Based Advertising (PBA)  

広告問題の対策の一つとしてオプトイン方式、許可制広告を紹介する。オプ

トインとは、消費者がとある申し出と共に、従うか否かの選択肢を提供される

ことである（ iab, 2018）。 SMS 広告と呼ばれるメール配信型の広告はオプトイ

ン方式をとる。SMS 広告に利用される形式は、Permission-Based Advertising

（許可制広告）と呼ばれる。 PBA は受け取る意思を示した人に対してのみ広

告を配信する。PBA では消費者は送信者との間で合意することにより、自発

的にマーケティング活動に参加することができる（Ünal, Ercis, & Keser, 

2011）。PBA の既存研究は以下の通りである。 Tsang et al.（2004）によると、

消費者は溢れかえるモバイル広告に対する苛立ちにより、ネガティブな態度を

示すが、許可をとることによって態度は好意的なものになる。さらに許可制広

告配信は将来モバイル環境では主流のメカニズムになるであろうと続けてい

る。Tsang et al.（2004）では、 PBA は広告視聴を許可制にすることで、広告に

よる苛立ちを取り除くことに重点を置くと述べている。 PBA はアドクラッタ

ー問題を解決できると考えられる。  

Okazaki（ 2004）の調査では、広告に対する苛立ちの知覚が直接的に広告態

度にネガティブな影響を与えることが明らかになった。さらに Okazaki, 

Katsukura, & Nishiyama（ 2007）では、モバイル広告への態度が直接的にブラ

ンド態度に影響を与えることが明らかになった。Ünal et al.（2011）では、事

前に許可を取ることは、消費者の広告に対する態度に影響する非常に重要な要

因であると述べている。  

上記の既存研究は主に SMS 広告を利用している。しかし、インターネット
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広告の問題はディスプレイ広告上で発生している。モバイル広告、 SMS 広告

で実証された結果がディスプレイ広告にも応用できるのではないだろうか。  

 

2-5.リワード広告  

PBA と合わせて利用される広告手法が、リワード広告である。リワード広

告は様々な種類が存在し、宮西・高野・吉田（ 2015）、広瀬（2016）などでは

定義が異なる。国外の研究ではリワード広告を含むインセンティブ広告の研究

が行われており次のような定義がある。インセンティブ広告とは、プロモーシ

ョンやキャンペーンの受け取りに同意した個人に対して、特定の金銭的報酬を

与えるものである（Tsang et al. ,  2004）。本研究ではリワード広告の定義を

Tsang et al.（2004）で述べられたインセンティブ広告と同じとする。  

Guo, Zhao, Hao, & Liu（2019）の研究では、リワード広告は消費者の不快コ

ストを上回る報酬である限り有益であり、交換価値を明示することで消費者は

喜んで広告に関与すると述べている。Ünal et al .（2011）の研究は、モバイル

広告へのインセンティブが消費の際にモバイル広告を利用する意図にも効果的

であると明らかにし、この意図は広告の受容と拒否に効果的であることを明ら

かにしている。Tsang et al.（2004）はモバイル広告を受信するためにインセン

ティブを提供することは消費者のモバイル広告を受け取る意図に影響を与える

と実証した。リワード広告は通常の広告配信と比較すると広告効果が高いと考

えられる。  

 

3.トークンエコノミーとインターネット広告  

3-1.トークンエコノミー  

コンテンツ制作者やパブリッシャーの収入は広告によるものが多い。そこ

で、広告収入の代わりとなり得るトークンエコノミーを紹介する。水澤

（2019）は「循環するトークンを介して価値交換がなされる経済圏･コミュニ

ティの総称をトークンエコノミー」と表現している。博報堂（ 2018）ではトー

クンコミュニティという言葉を使用している。高（2019）は著書の中でトーク
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ンエコノミーを「デジタル通貨による新しい経済圏」と表現し「特定の範囲や

対象でのみ使用できる「トークン」を介して「閉じた経済圏」を構築し、その

中で配布者が意図した経済活動を期待することができる」と述べている。  

「トークンエコノミー」は応用行動分析でよく用いられ、様々な研究でトー

クンによるパフォーマンス向上が報告されている（滑田・田村・望月 ,  2017：

杉本 ,  2014）。トークンエコノミーは望ましい行動を取った場合に「トーク

ン」を付与し、付与したトークンを有形無形の価値と交換できるようにするこ

とで、特定の人やグループに対して望ましい行動を推奨するという手法であ

り、これを「トークンエコノミー法」と呼んでいる（高 ,  2019）。トークンエ

コノミーは価値交換を行い、収入となるだけでなく、様々な問題の解決にも活

用できる。  

 

3-2.トークンエコノミー事例紹介（Brave）  

実際にトークンエコノミーを採用した事例、次世代ブラウザ「Brave」

（Brave, 2019）を紹介する。Brave Browser とは、デフォルトでアドブロック

が搭載されているブラウザである。ブレイブのリワード広告機能はデフォルト

でオフとなっており、ブレイブアドという広告システムをオンにすると機能を

利用できる。広告を閲覧して報酬を得るためにはオプトイン方式で広告表示を

許可する必要がある。ブレイブアドを導入したユーザーは、広告収入の 70％

をブレイブの独自仮想通貨 BAT（Basic  Attention Token）で受け取ることがで

きる。残りの 30％はブレイブが受け取る。コンテンツ作成者に投げ銭（チッ

プ）として仮想通貨 BAT（BAP）を送ることができ、よりコンテンツ作成者を

支援することができる。自ら広告を見る意思がある人にのみ広告を表示するこ

とができ、さらにトークンというインセンティブもあることから広告主、ユー

ザー、パブリッシャーの利益を確保することができる。  

 

3-3.チップ（投げ銭）  

トークンエコノミーでは価値のある対象にトークンを与えることで経済圏が
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確立される。トークンを与える行為をチップ行為と捉え、ここではチップに関

する国外の研究を紹介する。Cho（2014）の研究ではチップの主たる目的は優

れたサービスに対してインセンティブを提供することであると述べている。

Azar（ 2009）はサービスの質とチップの量の研究で、質の高いサービスには多

くのチップが与えられることを明らかにした。  

チップ量の増減は店に訪れる頻度によっても左右される。Lynn & McCall

（2000）は頻繁に訪れる客はそうでない客に比べてチップの割合が増えること

を明らかにした。Conlin, Lynn, & O’Donoghue（2003）はチップの量と来店頻

度は非常に強いポジティブな関係があると発見した。これをウェブサイトに置

き換えると、いつも使うウェブサイトや Web サービスに対してはより多くの

チップを与えると考えることができる。サービスの質つまりウェブサイトのコ

ンテンツの質と、来店頻度つまりウェブサイトの利用頻度がチップの量に影響

するであろう。トークンエコノミーとチップ制度は密接な関係であり、チップ

の研究が適用できると考える。  

 

3-4.互酬性とオンラインコミュニティ  

トークンエコノミーの形成には人と人との協力、そしてコミュニティへの参

加が欠かせない。ここではオンラインコミュニティ形成の根幹となる互酬性を

見ていく。人間社会にはお互いに助け合うという「互酬性」が存在し、これに

基づき生活をしている。 Putnam（1993）では協力的な社会的交換の促進は、

社会的ネットワーク、信頼、互酬性の規範から構成されると述べており、価値

交換には互酬性が影響していると考えられる。互酬性の定義は“自分が受けた

贈物、サービス行為、または損害に対して、なんらかの形でお返しをするこ

と”である（Baal, 1975）。互酬性は2種類あり本研究は（ Putnam, 1993）によ

る、ある時点では一方的または均衡を欠くとしても、与えられた便益は将来に

返礼されるという相互期待を伴う「一般互酬性」を扱う。  

三浦・川浦・地福・大瀧・岡本（ 2006）によるQ&Aサイトに関する調査結

果では、コミュニティ参加理由として、質問者の援助を意図する利他的なもの
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が多く、コミュニティに参加する楽しさや嬉しさを挙げている回答者もいた。

こうした互酬性や利他的な考えによりインターネット広告を利用したトークン

エコノミーでは適切な価値交換が行われると考えられる。  

 

3-5.インターネット広告とトークンエコノミー  

インターネット広告におけるトークンエコノミーを考えていきたい。本研究

では、リワード広告を活用し、広告を視聴した消費者にトークン（ポイントや

仮想通貨等）を付与することを想定する。トークンエコノミーの醍醐味はトー

クンを活用し、適切な価値交換により、良いコミュニティを形成することであ

る。本研究ではリワード広告を活用したトークンエコノミーを「アド・トーク

ンエコノミー」と定義する。  

ここでトークンエコノミーの形成条件について述べたい。高（ 2019）では、

トークンエコノミーの経済圏を実現するための 3 つの条件をあげている。 1.価

値のある独自トークンがある、 2.特定の行動に対してインセンティブを付与す

る、3.トークンの価値を高める施策がある。ここで 2 の「特定の行動に対して

インセンティブを付与する」に着目したい。トークン使用へのインセンティブ

は、Brave で利用されるチップ制度（投げ銭）を想定する。価値のある、質の

高いウェブサイト、記事に対して広告視聴で取得したトークンをチップとして

送り、コンテンツ作成者やクリエイターはそれがインセンティブとなり、より

良い記事を書いたり、より良いユーザー体験を作り出そうとしたりする。これ

を踏まえて仮説導出に移る。  

 

4.仮説・調査  

4-1.仮説導出  

PBA の先行研究（Tsang et al. ,  2004）、（Okazaki  et al. ,  2007）、（Ünal et al. ,  

2011）、リワード広告の先行研究（Guo et al. ,  2019）、 (Ünal et al. ,  2011)、

（Tsang et al. ,  2004）、アドクラッターの先行研究（Bogart,  2004）、（Ha & 

Mccann, 2008）より仮説 1 を導出する。  
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仮説 1a：オプトイン方式リワード広告は一般のディスプレイ広告に比べて

広告態度が高い。  

仮説 1b：オプトイン方式リワード広告は一般のディスプレイ広告に比べて

ブランド態度が高い。  

仮説 1c：オプトイン方式リワード広告を採用するウェブサイトは一般のデ

ィスプレイ広告を採用するウェブサイトに比べてウェブサイト自体の評価が高

い。  

次にトークンエコノミーを想定し、リワード広告で得たトークンの活用につ

いての仮説を設定する。トークンエコノミー形成条件（高 ,  2019）、互酬性

（Putnam, 1993）、ネットコミュニティに関する調査（三浦ほか ,  2006）、チッ

プに関する先行研究（Cho, 2014）、（Azar, 2009）、（Lynn & McCall,  2000）、

（Conlin et al. ,  2003）より仮説 2 を導出する。  

仮説 2a：広告リワードで得たトークンはチップとして利用される。  

仮説 2b：広告リワードで得たトークンはユーザーの利用頻度の高いウェブ

サイトに与えられる。  

 

4-2.調査設計  

調査を実施するにあたって、架空のウェブサイト「 STEP News」を独自に作

成した。サイト上で使用する広告の選定のため、大学生対象に事前調査

（n=25）を行なった。最近見た広告を自由回答してもらい、複数回答のあっ

た、「ドリンク商品の広告」、「就職活動サービスの広告」の 2 種類を採用し独

自作成した。ドリンク商品の広告は実在する海外のドリンク（ tio gazpacho）

を修正して利用した（図 1）。本研究では通常のウェブサイトに対してオプト

イン方式の広告配信を実装したウェブサイトが必要となるため、ウェブサイト

に Cookie の利用許可を尋ねるポップアップを模して、広告の許可を尋ねるポ

ップアップを HTML、CSS、 JavaScript を使用して実装した。また、できる限

り実際のウェブサイトに近づけるため架空サイトの独自ドメイン

（https://stepnews.jpn.org）を取得し、使用した。  
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仮説 1a、1b の測定に用いる広告態度、ブランド態度の項目は Bezjian-Avery, 

Calder, & Iacobucci（1998）の尺度を訳した（ ”この広告は ”を文頭に）「説得力

がある」、「好ましい」、「良い」、「魅力的だ」、「わかりやすい」、「納得する」、

「好きだ」広告態度計 7 項目（α = .892）、（ ”このサービス（商品）は ”を文頭

に）「良い」、「好きだ」、「良質だ」、「素晴らしい」、「興味深い」、「に対して好

意的である」、「優れている」ブランド態度７項目（α = .927）ともに７点尺度

を採用した。仮説 1c のウェブサイトの評価は仲川・須田・善方・松本

（2011）で作成された尺度を参考に独自作成した項目（ ”このウェブサイトの ”

を文頭に）「ビジュアル表現は楽しい」、「印象に残る」、「親しみがわく」、「す

ぐに欲しい情報が見つかる」、「わからない言葉が多く出てくる」（逆転項目）、

「使用するのは時間の浪費である」（逆転項目）、「掲載されている内容は信用

できる」、「信頼できる」、「文章表現は適切である」、「文章は読みやすい」計

10 項目（ α = .862）を使用し、 7 点尺度を採用した。すべての尺度において信

頼性係数 α は高く示したため、上記尺度を採用した。  

仮説 2 では項目を独自に作成した。トークンの使用用途の項目は「広告を見

て得たリワードをウェブサイトの支援に利用したい」、そう思う・どちらでも

ない・そう思わない、トークン使用用途のウェブサイト頻度の項目は「次の利

用頻度のウェブサイトを支援したい」、「次の利用頻度のウェブサイトに報酬を

与えたい」、いつも利用するサイト・たまに利用するサイト・初めて利用した

サイトのそれぞれ 3 点尺度を採用した。  

リワード広告群の調査の流れは、はじめに事前知識としてリワード広告、そ

れを利用したトークンエコノミーの説明を行った。次に通常のディスプレイ広

告のウェブサイトとリワード広告を採用したウェブサイトの説明を行い、調査

対象者にどちらを閲覧したいか選択してもらった（第 1 オプトイン）。リワー

ド広告を掲載したウェブサイトを選択した対象者にはポップアップで許可を自

発的に選択してもらいオプトインを再現した（第 2 オプトイン）。リワード広

告視聴後に報酬（菓子）を与えた。一方、通常広告群にはリワードの使用に関

する質問項目の直前にリワード広告とアド・トークンエコノミーの説明を行っ
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た。調査対象者は駒澤大学生 60 人（リワード広告群 30 人、通常広告群 30

人）。男女比は 1:1 である。調査に使用したデバイスはこちらで用意した

iPhone7 である。  

 

図 1 調査に使用したウェブサイト、広告  

筆者独自作成  

*ドリンク広告（中央）は実際に提示した広告とは異なる  

 

5.検証とまとめ・考察  

5-1.仮説の検証・結果  

仮説 1a、1b、1c を検証するために、 t 検定を行った。広告態度の検証結果は

以下  (就活サービス、 t (58) = 4.89, p < .001; 飲料、 t (58) = 3.97, p < .001)であ

り、就職活動サービス、飲料ともに 0.1%水準で有意な差が見られた。またブ

ランド態度も同様に (就活サービス、 t  (58) = 4.43, p < .001; 飲料、 t (58) = 3.83, 

p < .001)であり、就職活動サービス、飲料ともに 0.1%水準で有意な差が見ら

れた。表 1 からもわかるように、平均得点はリワード広告の方が高かった。ウ

ェブサイトの評価は  (t (58) = 5.94, p < .001)であり、0.1%水準で有意な差が見
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られた。リワード広告を採用したウェブサイトの方が通常の広告を採用したウ

ェブサイトよりも得点が高かった。このことから仮説 1a、1b、1c は全て支持

された。  

 

表 1 仮説 1 結果  

 平均値  

（標準偏差）  

t 値  自由度  有意確率  

リワード  

広告  

通常広告  

広告態度  

（就活）  

33.70  

（ 5.09）  

26.40  

（ 6.39）  

4.89  58  .000*  

広告態度  

（飲料）  

29.83  

（ 5.93）  

23.10  

（ 7.15）  

3.97  58  .000*  

ブランド態度  

（就活）  

33.77  

（ 7.45）  

26.33  

（ 5.37）  

4.43  58  .000*  

ブランド態度  

（飲料）  

29.40  

（ 6.06）  

22.60  

（ 7.61）  

3.83  58  .000*  

ウェブサイト評価  49.40  

（ 7.30）  

38.30  

（ 7.19）  

5.94  58  .000*  

   *p  <  .001  

 

次に仮説 2a、2b を検証するために χ2 検定を行った。取得したリワードの支

援への利用意思 (χ2(2) = 17.10, p<0.01)、支援したいウェブサイトの利用頻度属

性 (支援、 χ2(2) = 108.30.10, p<0.01; 報酬、 χ2(2) = 97.30, p<0.01)全て 0.1%水準

で有意な差が見られた（表 2）。この結果と残差を見ると取得したリワードは

ウェブサイト支援に利用され、頻度の高いサイトに与えられると解釈すること

ができる。よって仮説 2a、 2b ともに支持された。  
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表 2 仮説 2 結果  

 観測度数   

 そう思わない  どちらでもない  そう思う  χ2  

リワードを支援に利用

したいか  

11  14  35  

17.10a **  

 初めて利用  たまに利用  いつも利用   

どの頻度のウェブサイ

トを支援したいか  

1  1  58  

108.30a**  

どの頻度のウェブサイ

トに報酬を与えたいか  

1  3  56  

97.30a **  

    **: p < .001  

 

5-2.まとめ・考察  

本研究はユーザーに広告配信の許可を求めることで生じさせる能動的な広告

視聴の広告効果、リワード広告を利用した広告効果の検証、そして報酬の利用

意図の検証を行った。結果として仮説はすべて支持され、オプトイン方式のリ

ワード広告が通常のディスプレイ広告よりも広告態度、ブランド態度、広告の

掲載されたウェブサイトの評価が高いことが明らかとなった。この結果は、既

存研究の SMS 広告に対する PBA やリワード広告の効果を支持するものであ

り、報酬の利用意図は既存のチップ研究や互酬性の効果を支持するものであ

る。  

ユーザーの許可を取らない広告掲載は、広告主にとって今後はより一層ブラ

ンド毀損リスクや広告予算の無駄遣いになるだろう。パブリッシャー側（サイ

ト運営者等）にとってはウェブサイトの評価が下がる原因となる。オプトイン

方式のリワード広告を採用した場合、企業がインターネット広告を掲載する目

的の 1 つであるブランディングとして広告が機能し、パブリッシャーにとって

はサイト自体への評価の向上、投げ銭（チップ）での収入が期待できる。ユー

ザーはアドクラッターやアドフラウド等から解放され、快適にインターネット
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を利用できるだろう。  

リワード広告視聴により取得したトークンはコンテンツ作成者の支援に利用

され、より利用頻度の高いウェブサイトの支援に利用されることが明らかとな

ったため、ユーザーは好きなコンテンツ作成者を支援し、よりクリエイティブ

なコンテンツが生まれるだろう。インターネット広告の問題から解放され、広

告の透明性も確保でき、不正なウェブサイトを淘汰し、質の高いコンテンツが

増加し、より良いコミュニティが形成されるだろう。新井（ 2007）は、意図が

あるからこそ、伝達行為は成り立ち、受信側が無意識に受動的な状態であれ

ば、伝達の原理は働かず伝達の成功率は低いと述べており、オプトイン方式は

広告内容の伝達成功率にも寄与すると考えられる。  

 

6.おわりに  

6-1.インプリケーション・今後の展望  

 本研究はオプトイン方式を採用した許可制の広告視聴、及びリワード広告の

効果を実証できた。従来のメール型広告で採用されていた、許可制広告の効果

をインターネット広告、ディスプレイ広告で実証できたことは学術的に大いに

意義があることだと言える。また、広告がウェブサイトの評価に影響を与える

ことも明らかとなったため広告研究に貢献できたと考える。チップや投げ銭は

日本の文化には馴染みがなく、国外の先行研究を用いたが日本においても国外

のチップ研究が適用できることが明らかとなった。オンライン上の投げ銭であ

っても適用されることが明らかになったことは非常に意義があり、今後の日本

の投げ銭・チップ研究に一石を投じたと言える。  

実務的なインプリケーションは以下の通りだ。オプトイン方式の広告を採用

するためには、その効果の信頼性が欠けていたため導入することがなかった。

本研究の結果は通常の広告配信方法よりオプトイン方式のリワード広告の方が

ブランディングに効果があることを示した。能動的であるオプトイン方式の重

要さ、それがもたらすブランド、広告への効果が実証され、実際の活用に一歩

近づいたと考える。  
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行動ターゲティング広告に関する調査（総務省 ,  2010）では、より欲しい情

報が得やすくなるような表示設定できる機能が欲しいという回答が n=1066 の

うち 27.8%、表示される広告の分野を自分で選べる方が良いという回答が

27.6%もあった。PBA に加え、広告の系統や分野も選択できると、より消費者

にとって有益になるだろう。Ha & Litman（1997）は結果的にアドクラッター

が雑誌の広告収入を減少させると報告しており、インターネット広告の収入に

おいてはオプトイン方式、PBA、リワード広告がこの解決策となるだろう。こ

れは今後の研究課題にしたい。さらに、Azar（ 2009）のチップ研究に倣い、コ

ンテンツの質とチップ量の増減の関係や Okazaki（2004）で述べている広告へ

のクリック意図に関しても研究を行いたい。  

リワード広告、アド・トークンエコノミーが普及し人々のインターネット広

告に対する態度が向上すれば、広告に対する不快感がなくなり、広告は能動的

に見るものという通念になるだろう。そして広告業界、企業はよりインターネ

ット広告に投資することができるだろう。  

 

6-2.本研究の限界  

広告によるブランディングの中には、広告に注目、意識していなくとも潜在

的に認識されているだけで効果があるとの意見もある。ブランディング指標の

中にはブランド認知、ブランドを知ってもらうこともあるため、ブランドに対

する態度よりも先に知ってもらうことが目的の場合通常の広告形態でも目標達

成は行えると考える。本研究では多岐にわたる広告の目的に言及することがで

きなかった。  

調査の際リワードを設定したが、調査対象者はそのリワードの価値によって

広告に対する評価も変わってきてしまう可能性がある。本研究では報酬として

菓子を使用したが、これは学生にとって、デジタル上のトークンに比べ価値が

高いと認識された可能性もある。現状としてオプトイン方式は広く認知されて

おらず、本研究で使用した調査素材が本仮説の意図に正しく沿った条件を生み

出すか慎重に考えるべきである。  
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<注 >  

1 )日本経済新聞夕刊「漫画村、画像収集役 10 人越」 2019 年 9 月 9 日 .  

2 )日経産業新聞「アドテク⑤」 2017 年 3 月 24 日 .  
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【広告に関する調査】 

 

 

F．調査結果の整理のため、あなたご自身のことについてお伺いします。 

１）学年 

１．１年 ２．２年 ３．３年 ４．４年以上 

 

２）年齢 

１．１８歳 ２．１９歳 ３．２０歳 ４．２１歳 ５．２２歳 ６．２３歳以
上 

 

３）性別 

１．男性 ２．女性 

 

４）学部 

１．仏教学部 

２．文学部 

３．経済学部 

４．法学部 

５．経営学部 

６．医療健康科学部 

７．GMS学部 

  

 

 

－ ここまで終わりましたら、指示があるまでその場でお待ちください－ 

 

№ 

本調査は、研究の一環として行っております。調査データは統計情報として扱い、

学術的な目的にのみ利用しますので皆さまに迷惑がかかることはございません。お

忙しいところ恐縮ですが、調査の趣旨をご理解の上ご協力くださいますよう、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

経営学部 中野香織ゼミ 宮崎雄右 

G 
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問 ウェブサイトをご覧になった後、就活の広告に対してどのように感じましたか。以下のそれぞれにつ

いて、あなたのお気持ちに最も当てはまるものをお答えください。（それぞれ○は１つ） 

 

問 ウェブサイトをご覧になった後、広告の就活のサービスに対してどのように感じましたか。以下のそ

れぞれについて、あなたのお気持ちに最も当てはまるものをお答えください。（それぞれ○は１つ） 

 

  

 全
く
そ
う
思
わ
な
い 

そ
う
思
わ
な
い 

あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い 

ど
ち
ら
で
も
な
い 

少
し
そ
う
思
う 

そ
う
思
う 

と
て
も
そ
う
思
う 

５．この広告は説得力がある １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

６．この広告は好ましい １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

７．この広告は良い １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

８．この広告は魅力的だ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

９．この広告はわかりやすい １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

１０．この広告は納得する １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

１１．この広告は好きだ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

 全
く
そ
う
思
わ
な
い 

そ
う
思
わ
な
い 

あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い 

ど
ち
ら
で
も
な
い 

少
し
そ
う
思
う 

そ
う
思
う 

と
て
も
そ
う
思
う 

１２．このサービスは良い １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

１３．このサービスは好きだ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

１４．このサービスは良質だ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

１５．このサービスは素晴らしい １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

１６．このサービスは興味深い １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

１７．このサービスに対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

１８．このサービスは優れている １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
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問 ウェブサイトをご覧になった後、ドリンクの広告に対してどのように感じましたか。以下のそれぞれ

について、あなたのお気持ちに最も当てはまるものをお答えください。（それぞれ○は１つ） 

 

 

問 ウェブサイトをご覧になった後、広告のドリンク製品に対してどのように感じましたか。以下のそれ

ぞれについて、あなたのお気持ちに最も当てはまるものをお答えください。（それぞれ○は１つ） 

 

 

 

 全
く
そ
う
思
わ
な
い 

そ
う
思
わ
な
い 

あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い 

ど
ち
ら
で
も
な
い 

少
し
そ
う
思
う 

そ
う
思
う 

と
て
も
そ
う
思
う 

５．この広告は説得力がある １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

６．この広告は好ましい １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

７．この広告は良い １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

８．この広告は魅力的だ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

９．この広告はわかりやすい １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

１０．この広告は納得する １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

１１．この広告は好きだ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

 全
く
そ
う
思
わ
な
い 

そ
う
思
わ
な
い 

あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い 

ど
ち
ら
で
も
な
い 

少
し
そ
う
思
う 

そ
う
思
う 

と
て
も
そ
う
思
う 

２６．この商品は良い １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

２７．この商品は好きだ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

２８．この商品は良質だ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

２９．この商品は素晴らしい １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

３０．この商品は興味深い １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

３１．この商品に対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

３２．この商品は優れている １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
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問 ウェブサイトをご覧になった後、ウェブサイトに対してどのように感じましたか。以下のそれぞれに

ついて、あなたのお気持ちに最も当てはまるものをお答えください。（それぞれ○は１つ） 

 

 

問 ウェブサイトの支援に対して伺います。以下のそれぞれについて、あなたのお気持ちに最も当てはま

るものをお答えください。（それぞれ○は１つ） 

 

  

 全
く
そ
う
思
わ
な
い 

そ
う
思
わ
な
い 

あ
ま
り
そ
う
思
わ
な
い 

ど
ち
ら
で
も
な
い 

少
し
そ
う
思
う 

そ
う
思
う 

と
て
も
そ
う
思
う 

３３．このウェブサイトのビジュアル表現は楽しい １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

３４．このウェブサイトは印象に残る １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

３５．このウェブサイトには親しみがわく １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

３６．このウェブサイトではすぐに欲しい情報が見つかる １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

３７．このウェブサイトにはわからない言葉が多く出てくる １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

３８．このウェブサイトを使用するのは時間の浪費である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

３９．このウェブサイトに掲載されている内容は信用できる １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

４０．このウェブサイトは信頼できる １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

４１．このウェブサイトの文章表現は適切である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

４２．このウェブサイトの文章は読みやすい １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

 初
め
て
利
用
し
た
サ
イ
ト 

た
ま
に
利
用
す
る
サ
イ
ト 

い
つ
も
利
用
す
る
サ
イ
ト 

４３．次の利用頻度のウェブサイトを支援したい １ ２ ３ 

４４．次の利用頻度のウェブサイトに報酬を与えたい １ ２ ３ 
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前提知識 

各項目を理解した方は次のチェックボックスにチェックしてください。 

 

1.とあるウェブサイトでは、あなたは広告を視聴することによって報酬（ポイント）

を得ることができます。 

 

2.視聴することによってポイントを得られる広告をリワード広告と言います。 

 

3.広告視聴で得たポイントはあなたのものです、そのポイントはチップという形でオ

ンラインのコンテンツ制作者（ウェブサイトの運営者、記事を書いた人、ツイートを

した人、絵を描いた人等）に与えることができ、制作者を支援することができます。 

 

4.ポイントは後にお金等に換金できます。 

 

5.以下「リワード」は広告視聴で得た報酬（ポイント）を意味します。 

 

 

       上記を理解しました。 

 

 

 

 

 

※論集用に少しレイアウトを縮めています 

  

1 2 3 4 5 



補足資料  
アド・トークンエコノミー形成意識の構造と尺度作成  

 
The Structure and Development of The Ad Token 

Economy Scale 
 

要旨：本研究ではリワード広告を活用したトークンエコノミー「アド・トークンエコノミ

ー」を形成する利用者意識の構造から尺度を作成した。トークンエコノミーとはトークン

という価値媒体を利用した経済圏のことである。リワード広告を視聴して得た報酬をリワ

ードとし、そのリワードを活用してトークンエコノミーを形成するための要因を因子分析

で探った。互酬性や、利他的行動、援助規範などをベースとし独自に項目を作成した。因

子分析の結果 4 因子解を採用した。それぞれの因子を「リワード広告態度」、「トークンエ

コノミー互酬性」、「リワード広告価値」、「リワードインセンティブ」と命名した。態度や

互酬性、インセンティブ、価値といった下位尺度で構成されることが明らかとなった。尚、

本研究は同年に行われた「見せるネット広告から見てもらうネット広告へ -オプトイン・リ

ワード広告の活用による広告効果とアド・トークンエコノミー -」と並行して行われたもの

である。よって、重複する内容が複数ある。  

 

キーワード: インターネット広告  リワード広告 インセンティブ  トークン

エコノミー 因子分析  

 

Abstract: The purpose of this  study is to construct  and develop the Ad Token Economy  

Scale, which is defined the token economy using reward advert ising , consis ting of a 24-

item. A sample  of 60 Japanese college  students  was surveyed with a 29 -item Reciproci ty,  

Altruism, Atti tude , Helping behavior,  Contribution, and Sense  of community.  

Confirmatory factor analys is found that a four -fac tor model best  described the Ad Token 

Economy. More  specifica lly, Reward Advertising Atti tudes,  Token Economy Reciprocity,  
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1.はじめに  

2020 年、インターネット広告は新たな転換点にある。インターネット広告

の様々な課題、改善点が浮き彫りになっている。ニールセンの調査（ 2017）で

は、日本のデジタル広告への投資額の半分が無駄になっているという。それに

加え、ユーザー側は広告を非表示化することのできる「アドブロック」を利用

している。さらにここ数年で問題となったのが、広告収入をインセンティブと

する悪質コンテンツの配信だ。日本経済新聞 1)によると、違法にコピーされた

漫画をウェブ上で公開し広告収入を得ていた容疑者が拘束された。億円単位の

広告収入があったとみられ、このような違法サイトは広告収入がインセンティ

ブとなり作成される。  

ここで対策として紹介するのが、リワード広告を利用したトークンエコノミ

ーである。リワード広告とは、広告活動を受け入れることにより報酬を得るこ

とができる。リワード広告は、オプトイン方式をとる許可制の広告配信

「Permission-Based Advertising」（以下 PBA と呼ぶ）と同時に利用され、自ら

の意思で広告を視聴することで報酬を得ることができる。トークンエコノミー

（トークンコミュニティ）とは定義は様々だが、博報堂（ 2018）ではブロック

チェーン技術で実装されたトークンを使って、共通の価値観をもった不特定多

数の生活者が活発に価値交換を行うコミュニティとしている。リワード広告視

聴で取得した報酬をトークンとし、それをチップ（投げ銭）としてコンテンツ

制作者（ウェブサイト管理者）に与えることができる。本研究では、この循環

をアド・トークンエコノミーと定義する。PBA を前提とするリワード広告は

デフォルトで広告が非表示なため広告収入を阻害してしまうが、投げ銭を行う

ことで、収入を確保することができる。しかし、これはトークンエコノミーの

循環が成立しなければ効果を発揮しない。  

本研究では、どのような要因、心理がアド・トークンエコノミーを形成する

のかを明らかにしたい。よって、オンライン上のトークンエコノミーという経

済圏の形成を測定する下位尺度について本研究では取り扱う。本研究の目的は

「リワード広告を活用したアド・トークンエコノミー形成意識の構造の検討と
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尺度の作成を行うこと」とする。  

 

2.インターネット広告について  

2-1.インターネット広告の現状  

まずインターネット広告の現状を見ていく。近年はインターネット広告費の

伸び率が高く、電通（2019）によると、2018 年の日本の広告費におけるイン

ターネット広告の構成比は 26.9%と割合が大きく、今後もさらに伸びていくと

予想されている。  

日経産業新聞 2)によると、広告詐欺の被害は年間 300 億円規模にも上る可能

性がある。ニールセン（ 2017）の調査では日本のオンラインキャンペーンにお

けるビューアビリティは 48%であり、約半分ほどの投資が表示されていない

広告に費やされていることが明らかとなった（図 1）。  

 

図 1 ターゲットに届いた広告の割合  

 

ニールセンによるデジタル広告レポート（ 2017）より  

 

2-2.アドブロック  

次にアドブロックを見ていきたい。アドブロックは主にブラウザの拡張機能

として採用されており、アドブロックを活用することによりほとんどのウェブ

上の広告が非表示になる。横山・進藤・上林（ 2017）はアドブロックにより既

存の広告ビジネスが崩壊する恐れがあると述べており、 PageFair（ 2017）の調

査ではアドブロックの普及率は非常に高水準で伸びていることが明らかとなっ
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た。日本経済新聞（ 2018）によると、日本国外のアドブロックによる影響は大

きく、アドブロックによって失われた収入は 2015 年だけで約 2 兆円を超える

という。さらに、アドブロックはコンテンツ提供者にとっては死活問題になり

かねないと述べている。  

 

2-3.Permission-Based Advertising (PBA)・リワード広告  

消費者、企業のインターネット広告に対するリスク知覚、ネガティブ感情は

改善することができないのだろうか。対策の一つとしてオプトイン方式の許可

制広告を紹介する。オプトインとは、消費者がとある申し出と共に、従うか否

かの選択肢を提供されることである（ iab, 2018）。通常のインターネット広告

はユーザーが許可をしなくとも享受を強いられる。しかし、中にはオプトイン

方式をとる広告手段も存在する。 SMS 広告と呼ばれるメール配信型の広告で

ある。SMS 広告に利用される形式は、 Permission-Based Advertising（許可制広

告）と呼ばれる。 PBA は受け取る意思を示した人に対してのみ広告を配信す

る。  

PBA と合わせて利用される広告手法が、リワード広告である。リワード広

告は様々な種類が存在し、宮西・高野・吉田（ 2015）、広瀬（2016）などでは

定義が異なる。国外の研究ではリワード広告を含むインセンティブ広告の研究

が行われており次のような定義がある。インセンティブ広告とは、プロモーシ

ョンやキャンペーンの受け取りに同意した個人に対して、特定の金銭的報酬を

与えるものである（Tsang, Shu-Chun, & Ting-Peng 2004）。本研究ではリワード

広告の定義を Tsang et al.（2004）で述べられたインセンティブ広告と同じと

する。  

 

3.トークンエコノミーとインターネット広告  

3-1.トークンエコノミー  

コンテンツ制作者やパブリッシャーの収入は広告によるものが多い。アドブ

ロックによる広告収入の阻害を解決するのが「トークンエコノミー」である。
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ALIS CMO の水澤（2019）は「循環するトークンを介して価値交換がなされる

経済圏･コミュニティの総称をトークンエコノミー」と表現している。博報堂

（2018）ではトークンコミュニティという言葉を使用している。高（2019）は

著書の中でトークンエコノミーを「デジタル通貨による新しい経済圏」と表現

し「特定の範囲や対象でのみ使用できる「トークン」を介して「閉じた経済

圏」を構築し、その中で配布者が意図した経済活動を期待することができる」

と述べている。トークンエコノミーによるトークンを投げ銭として利用し、収

入を確保することで PBA とリワード広告はより現実的となり、コンテンツ制

作者の収入源とすることができる。  

トークンエコノミーとは主にインターネット上で価値のあるコンテンツに対

して、生活者が価値に対して報酬を支払う仕組みであり、この循環である。ト

ークンとは価値の表現、価値の代替と考えるとわかりやすい。  

「トークンエコノミー」は元来応用行動分析でよく用いられ、限定集団内で

代理貨幣の取得消費を通じて目標行動の増大を目指す設定である（滑田・田

村・望月 ,  2017）。トークンエコノミーは望ましい行動を取った場合に「トー

クン」を付与し、付与したトークンを有形無形の価値と交換できるようにする

ことで、特定の人やグループに対して望ましい行動を推奨するという手法であ

り、これを「トークンエコノミー法」と呼んでいる（高 ,  2019）。  

他分野では、トークンエコノミーによる行動変化の研究が存在する。滑田ほ

か（2017）ではトークンを利用することで、家事における片付け行動がより増

加した。トークンエコノミーシステムと相互的集団性を組み合わせた研究で

は、給食準備行動における学級全体のパフォーマンスを上げ、時間の短縮に効

果があると考えられる（杉本 ,  2014）。このようにトークンエコノミーを導入

すると人々に望ましい行動を推奨し、パフォーマンスが向上することが明らか

にされている。トークンエコノミーは価値交換を行い、収入となるだけでな

く、問題の解決にも活用できることが考えられる。  
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3-2.トークンエコノミー事例紹介（Brave、ALIS）  

実際にトークンエコノミーを採用した事例を紹介する。はじめに次世代ブラ

ウザ「Brave」を見ていく（Brave, 2019）。みんなの仮想通貨（ 2019）によると

Brave Browser はデフォルトでアドブロックが搭載されているブラウザであ

る。基本的にインターネット広告が表示されず、非表示にされた広告の数が表

示される。ブレイブのリワード広告機能はデフォルトでオフとなっており、ブ

レイブアドという広告システムをオンにし、広告を視聴することができる。広

告を閲覧して報酬を得るためにはオプトイン方式で広告表示を許可する必要が

ある。ブレイブアドを導入したユーザーは、広告収入の 70％をブレイブの独

自仮想通貨 BAT（Basic Attention Token）や BAP で受け取ることができる。残

りの 30％はブレイブが受け取る。さらにコンテンツ制作者に投げ銭（チッ

プ）として BAT を送ることができ、コンテンツ作成者を支援することができ

る。  

Crypto Times（2019）が実際に利用した報告を行なっている。ブラウザを利

用していると広告表示の通知が届く。通知をクリックすると新しいタブに広告

が表示される。自ら広告を見る意思がある人のみに広告を表示することがで

き、さらにトークンというインセンティブもあることから広告主、ユーザー、

パブリッシャーの三者に利益がある。  

次に紹介するのが「ALIS ユーザーが報酬を決めることができる SNS プラッ

トフォーム」（ALIS）である。ユーザーにとって信憑性の高い情報を提供し、

ステルスマーケティング等の不透明なプロモーションを防ぐことができる。信

頼できる記事を書くことや、その記事を見つけることで報酬がもらえる。質の

高い記事に報酬が集まり、質の低い記事は淘汰される。ユーザーが気に入った

投稿記事に対して「いいね」をすると暗号資産（仮想通貨）を報酬として獲得

できる。良いコンテンツを書いた人、それをいち早く見つけた人にトークンが

支払われる仕組みであり、Brave と同様コンテンツの作成者にチップを送るこ

とができる。こうして価値のあるものがトークンコミュニティの中で評価され

て、結果正当な利益を得ることができる。以上、トークンエコノミーを活用し
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た主な事例を 2 つ紹介した。  

 

3-3.チップ（投げ銭）  

トークンエコノミーでは価値のある対象にトークンを与えることで経済圏が

確立される。トークンを与える行為を投げ銭と捉え、ここではチップ（投げ

銭）に関する研究を紹介する。日本ではサービスに対してチップを与えるとい

う文化がないため、チップに関する研究も乏しい。しかし、国外（主にアメリ

カ合衆国）ではチップ文化が根強く、チップ制度が取り入れられている。Cho

（2014）の研究ではチップの主たる目的は素晴らしいサービスに対してインセ

ンティブを提供することであると述べている。チップ制度はサービスの質への

報酬が目的であり、より良いサービスに対してはチップの量も増加するべきで

あると考える。Azar（2009）はサービスの質が高いとチップの量も増加するこ

とを明らかにした。国外のチップ研究では、質の良いサービス、つまり価値の

あるものによりチップが与えられるといった、価値とチップの関する研究が行

われている。  

 

3-4.互酬性とオンラインコミュニティ  

トークンエコノミーの形成には人と人との協力、そしてコミュニティへの参

加が欠かせない。ここではオンラインコミュニティ形成の根幹となる互酬性を

見ていく。人間社会にはお互いに助け合うという「互酬性」が存在し、これに

基づき生活をしている。 Putnam（1993）では協力的な社会的交換の促進は、

社会的ネットワーク、信頼、互酬性の規範から構成されると述べており、コミ

ュニティ形成と互酬性は密接な関係にあることがわかる。互酬性の定義は“自

分が受けた贈物、サービス行為、または損害に対して、なんらかの形でお返し

をすること”である（Baal, 1975）。互酬性には等価で平等であるべきだという

意味がこめられている。互酬性には直接互酬性と間接互酬性に分けられ、直接

互酬性とはとある行為に対して直接お返しをすることである。一方間接互換性

とは、行為対象と直接関係のない他者にお返しをすることである。つまり間接



 37 

互換性とは自ら行った行為に対して直接相手からお返しを期待するのではな

く、回りに回って自分に恩恵が帰ってくると期待することである（佐藤 ,  

2017）。この行為が社会における人々の行動をより善い行動へ促すインセンテ

ィブとして働いていると言うことができる。さらに佐藤（2017）は、利他的利

己主義と間接互酬性への期待がコミュニティ存在の基盤であると述べている。

互酬性はコミュニティを形成する要因を担い、インセンティブとしても機能す

ると考えられる。また、互酬性は 2種類あり本研究は（Putnam, 1993）によ

る、ある時点では一方的または均衡を欠くとしても、与えられた便益は将来に

返礼されるという相互期待を伴う「一般互酬性」を扱う。  

池田・小林・志村・呉（ 2005）によるとオンラインとオフラインの一般互酬

性、一般信頼性を比べたところ、オンラインでは一般信頼性が低いが、一般的

互酬性はむしろオンラインの方が高いことが示された。また三浦・川浦・地

福・大瀧・岡本（ 2006）による Q&A サイトに関する調査結果では、質問者の

援助を意図する利他的な理由が多く、コミュニティに参加する楽しさや嬉しさ

を挙げている回答者もいた。互酬性に基づくものとして、自分自身に対する利

益を志向する回答は少なかった。つまりネットコミュニティの中では自己の利

益よりも他者の利益や援助を優先する傾向がある。木戸・豊島・長谷川

（2004）はインターネットの普及により、市場での取引が困難な財の取引コミ

ュニティの形成が容易になったと述べ、コミュニティ形成を「コミットメン

ト」、「互酬」、「信頼」という観点で説明している。明確な目的やビジョンに向

けて取り組むことでコミットメントを引き起こし、コミュニティ機能や参加者

同士の信頼を作り、互酬に基づきお互いを助け合う。これがトークンエコノミ

ー形成にも適用できると考える。  

以上のことから互酬性はトークンエコノミー形成に必要不可欠だと考えられ

る。オンライン上ではオフラインのコミュニティよりも互酬性は高く見られ、

オンラインを経由しての取引、つまりオンライントークンの取引等では互酬性

による影響が大きいと考えられる。  
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3-5.インターネット広告とトークンエコノミー  

インターネット広告におけるトークンエコノミーとは何かを考えていきた

い。リワード広告を活用し、広告を視聴した消費者にトークン（ポイントや仮

想通貨等）を付与することを仮定する（図 2）。  

次にトークンエコノミーの形成条件を考えたい。高（2019）ではトークンエ

コノミーの経済圏を実現するための 3 つの条件をあげている。 1.価値のある独

自トークンがある、 2.特定の行動に対してインセンティブを付与する、 3.トー

クンの価値を高める施策がある。ここで 2 の「特定の行動に対してインセンテ

ィブを付与する」に着目したい。広告を見るインセンティブとしてはリワード

があるが、リワードとして得たトークンの使い道に関してインセンティブが働

かない。ここで Brave、ALIS で利用される、チップ制度（投げ銭）を利用す

る。価値のある、質の高いウェブサイト、記事に対して広告視聴で取得したト

ークンをチップとして送ることによって、ウェブサイト作成者やクリエイター

はそれがインセンティブとなり、より良い記事を書いたり、より良いユーザー

体験を作り出そうとしたりする。  

リワード広告を利用したトークンエコノミーによって、質の低いコンテン

ツ、炎上を目的としたコンテンツ、法に触れるコンテンツを減らすことができ

るだろう。悪質なユーザーは広告収入をインセンティブとして、注目の集まる

違法なコンテンツを作成するがトークンエコノミーが抑止力にもなるだろう。  
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図 2 アド・トークンエコノミーの構図  

 
4)日経産業新聞より一部筆者修正  

 

3-6.アド・トークンエコノミー形成意識尺度の検討  

本研究では、広告を活用したトークンエコノミーをアド・トークンエコノミ

ーと定義した。本研究で扱うアド・トークンエコノミーはリワード広告を視聴

することで得られる報酬をトークンとし、そのトークンをコンテンツ制作者の

支援に活用し、トークンをインセンティブとして良品質のコンテンツを作成す

るという循環を仮定する（図 2）。  

トークンエコノミーの研究は現時点では未だ少なく、その概念を測定する尺

度やそれを構成する要素の検討もされていない。先に述べた価値交換や特定の

コミュニティの形成には利他的主義や互酬性という構成要素があると考えられ

る。さらにトークンエコノミーの形成要因として日本経済新聞 3 ) によるとト

ークンエコノミーは「関係を持ちたい」と参加するインセンティブが明確にな

ってトークンの発行が意味を持ち、そのトークンでしか得られない特別なモ

ノ・コトが重要だと述べられている。高（ 2019）では特定の行動に対してイン

センティブを付与すること、さらにトークンの価値を高める施策があることが

必要だ、と挙げられている。以上を踏まえ、互酬性（三隅 ,  2014）、貢献感

（橋本 ,  2015）、コミュニティ意識（石盛・岡本・加藤 ,  2013）、援助意識、行

動（箱井・高木 ,  1987; 妹尾・高木 ,  2003）、（原田 ,  1990）、向社会行動（村
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上・西村・櫻井 ,  2016）、寄付に関する動機（中島 ,  2019）を参考に、独自の項

目を設定した。この項目から得られたデータより因子を抽出しアド・トークン

エコノミー形成意識尺度を検討する。  

 

4.調査  

独自作成したアド・トークンエコノミー形成意識 29 項目を使用した（使用

した項目は付録として掲載）。アド・トークンエコノミー形成意識の項目は 5

点尺度（全くそう思わない・そう思わない・どちらでも無い・そう思う・とて

もそう思う）を採用した。調査対象者は駒澤大学生 60 人（専攻、年齢多様）、

男女比は 1:1 である。調査手順は、はじめにリワード広告、トークンエコノミ

ーの説明を行い、質問項目に回答してもらった。  

 

5.検証とまとめ・考察  

5-1.検証  

アド・トークンエコノミー形成意識尺度の検討を行った。探索的な因子分析

によりアド・トークンエコノミー形成意識の因子構造を検討した。全 29 項目

から共通性が著しく低い項目、負荷量が複数の因子で .400 を超えている項

目、負荷量がすべての因子で .400 を下回る項目を除いた 24 項目で再度分析を

行った。 24 項目の相関係数行列の固有値は 8.380、3.000、1.973、1.746、 1.234

と減衰し、第 4 因子までの累積説明率は 61.9%だった。固有値の減衰状況とス

クリー・プロットの形状から総合的に判断し、 4 因子解を採用することとし

た。そして、最尤法とプロマックス回転による因子分析を行なった。 4 因子の

累積分散説明率は 54.4%である。  

第 1 因子は「広告を見てリワードが欲しい」、「リワードがあれば広告を見

る」、「リワードのために広告を進んでみたい」、「リワード広告視聴に興味があ

る」、「リワード取得のために行動したい」、「リワード広告は好きである」、「暇

があったらリワード広告を見たい」というリワード広告に対する興味、態度を

表す項目に高い負荷を示していることから ”リワード広告態度 ”と命名した。第
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2 因子は「リワードを良質なコンテンツの作成者に与えたい」、「良質なコンテ

ンツには同等のリワードを与えるべきだ」、「コンテンツ作成者やコミュニティ

にリワードを利用して貢献したいという気持ちがある」、「リワードでコンテン

ツ作成者が喜びを感じることができる」、「広告のリワードを利用してコンテン

ツ作成者を支援したい」、「リワードを与えて人の役に立ちたいと思う」、「リワ

ードを活用してコミュニティに貢献したい」というリワード広告の使用用途に

関する項目や、コンテンツ作成者支援、コンテンツの質と支援に関する項目に

高い負荷を示していることから ”トークンエコノミー互酬性 ”と命名した。第 3

因子は「リワード広告の存在を人に教えたい」、「他の人にもリワード広告視聴

を勧めたいと思う」、「リワードは魅力的だ」、「広告のリワードは人の役にたつ

と思う」というリワード広告の価値、必要性に関する項目に高い負荷を示して

いることから ”リワード広告価値 ”と命名した。第 4 因子は「リワード広告は意

味がない *逆転項目」、「リワード取得のために自分がコンテンツを作成した

い」、「リワード取得のために自分が良質のコンテンツを作成したい」、「広告の

リワードで収入を得たい」、「リワード広告は気になる」、「リワード広告はない

よりあった方が良い」というリワード広告のインセンティブに関する項目に高

い負荷を示していることから ”リワードインセンティブ”と命名した。  

第 1 因子と第 2 因子の間、第 1 因子と第 4 因子の間および第 2 因子と第 4 因

子の間に弱い相関が見られ、第 1 因子と第 2 因子の間、第 2 因子と第 3 因子の

間、そして第 3 因子と第 4 因子の間にやや相関が見られるため、 4 つのトーク

ンエコノミー形成意識は全く独立というものではなく、複合的な意識であるこ

とが示唆された。  

因子ごとに負荷量の大きい項目の合計点をリワード広告態度尺度、トークン

エコノミー互酬性尺度、リワード広告価値尺度、リワードインセンティブ尺度

の得点とし、平均値と標準偏差、Cronbach のα係数、尺度得点間相関係数を

求めた（表 2）。リワード広告態度尺度（α=.902）、トークンエコノミー互酬

性尺度（α=.851）、リワード広告価値尺度（α =.804）はα係数が大きく、リ

ワードインセンティブ尺度（α=.753）はやや大きいため尺度得点の信頼性は
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高いと判断できる。  

リワード広告態度尺度とリワード広告価値尺度の相関が .593 でありリワー

ド広告への価値が高いと態度も高くなることが示唆される。またリワード広告

態度尺度とリワードインセンティブ尺度の相関が .546 であり、リワードに対

するインセンティブが高まるとリワード広告に対する態度も高くなることが示

唆される。最後にリワードインセンティブ尺度とリワード価値尺度の相関

が .402 とやや高く、リワードの価値が上がることによりインセンティブとし

てもより効果を発揮すると考えられる（表 2）。  
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表1 回転後の因子負荷行列（最尤法、プロマックス回転）と因子間相関  

 因子   

 Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  共通性  

Ⅰ  リワード広告態度（ α=.902）       

広告を見てリワードが欲しい  .865  .139  -.111  .077  .759  

リワードがあれば広告を見る  .836  .110  -.021  -.082  .685  

リワードのために広告を進んで見たい  .757  .010  .062  -.156  .570  

リワード広告視聴に興味がある  .743  .039  .007  .224  .735  

リワード取得のために行動したい  .596  -.045  .074  .259  .573  

リワード広告は好きである  .543  .026  .177  .150  .543  

暇があったらリワード広告を見たい  .468  .090  .298  -.132  .440  

Ⅱ  トークンエコノミー互酬性（ α=.851）       

リワードを良質なコンテンツの作成者に与えたい  -.076  .820  -.328  .128  .615  

良質なコンテンツには同等のリワードを与えるべきだ  .298  .701  -.234  -.029  .500  

コンテンツ作成者やコミュニティにリワードを利用し

て貢献したいという気持ちがある  

.077  .644  .327  -.038  .717  

リワードでコンテンツ作成者が喜びを感じることがで

きる  

.272  .612  -.062  -.314  .396  

広告のリワードを利用してコンテンツ作成者を支援し

たい  

-.359  .609  .244  .387  .814  

リワードを与えて人の役に立ちたいと思う  .155  .569  .110  -.031  .447  

リワードを活用してコミュニティに貢献したい  -.139  .502  .358  .124  .554  

Ⅲ  リワード広告価値（ α=.804）       

リワード広告の存在を人に教えたい  .126  .015  .909  -.178  .841  

他の人にもリワード広告視聴を勧めたいと思う  .117  .038  .764  -.116  .638  

リワード広告は魅力的だ  .112  -.228  .619  .042  .422  

広告のリワードは人の役に立つと思う  -.062  -.069  .476  .155  .259  
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Ⅳ  リワードインセンティブ（ α=.753）       

リワード広告は意味がない *  -.043  -.062  .111  .655  .460  

リワード取得のために自分がコンテンツを作成したい  .137  .004  -.152  .523  .264  

リワード取得のために自分が良質のコンテンツを作成

したい  

-.088  .281  -.196  .522  .340  

広告のリワードで収入を得たい  .348  -.233  .048  .476  .428  

リワード広告は気になる  .333  -.021  .100  .464  .506  

リワード広告は無いよりあった方が良い  .392  .017  .125  .415  .559  

因子間相関  Ⅰ  Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ   

Ⅰ  ―      

Ⅱ  .204  ―     

Ⅲ  .547  .405  ―    

Ⅳ  .320  .358  .477  ―   

*逆転項目、 α=Cronbachの信頼性係数       

 

表 2 トークンエコノミー形成意識 4 尺度の記述統計量と α 係数  

    尺度間相関係数  

尺度名  平均  標準偏差  α 係数  

リワード

広告態度  

トークン

エコノミ

ー互酬性  

リワード

広告価値  

リワード

インセン

ティブ  

リワード広告態度  24.58  6.08  .902  ―     

トークンエコノミ

ー互酬性  

24.23  5.21  .851  .388  ―    

リワード広告価値  13.48  2.95  .804  .593  .376  ―   

リワードインセン

ティブ  
19.90  3.86  .753  .546  .376  .402  ―  
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5-2.まとめ・考察  

 本研究ではアド・トークンエコノミー形成意識の構造を解明するために、探

索的因子分析を用いて下位尺度を明らかにした。アド・トークンエコノミーは

4 つの因子から測定することができ、その結果は、高（ 2019）のトークンエコ

ノミーの成立要件にも一部合致した。より価値のあるインセンティブ、施策の

価値上昇を見込むことで、アド・トークンエコノミーが形成されるだろう。オ

ンラインコミュニティで必要不可欠である互酬性を主として、互いにより良い

コミュニティを目指す意識、貢献感が高まることによって、トークンエコノミ

ーの効果をより引き出すことができるだろう。  

 第Ⅰ因子はリワード広告に対する態度となり、トークンを取得する過程に対

する態度がトークンエコノミー形成の要因だと分かった。トークンエコノミー

形成には様々なインセンティブ（誘因）が互いに影響していることも明らかと

なり、トークン取得の行動に対する価値も一つの要因だと明らかになった。リ

ワード広告を取得する前、最中、後全てのフェーズにおいてトークンエコノミ

ー形成の意識を構成する要因が存在することが明らかとなった。これは、日本

経済新聞 3) による、トークンエコノミーは「関係を持ちたい」と参加するイ

ンセンティブ、そのトークンでしか得られない特別なモノ・コトが重要だとい

う内容を支持する結果であり、複数の要因が影響し、トークンエコノミーへの

「参加意欲」と繋がっていくと考えられる。  

リワード広告態度とリワード広告価値の相関が強く、トークンエコノミーの

施策における態度と価値は、どちらもトークンエコノミー参加へのインセンテ

ィブとなり、妥当な結果だと考える。また、リワード広告態度とリワードイン

センティブの相関が高く、先のトークンエコノミー参加へのインセンティブと

の関係を裏付ける結果だと見ることができる。最後にリワードインセンティブ

尺度とリワード価値尺度の相関がやや高く、リワードの価値が上がるほどイン

センティブとしてもより機能することがわかり、高（ 2019）のトークンエコノ

ミー形成条件と一致する結果である。  
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6.おわりに  

6-1.インプリケーション・今後の展望  

トークンエコノミーに関する学術研究はあまり行われておらず、技術的な側

面の研究が多かった。本研究ではトークンエコノミーを形成するための意識を

尺度として検討することができた。トークンエコノミーという新たな分野にお

いて、形成意識に注目し、解明できたことは大きな意義があると考える。ま

た、リワード広告を利用したアド・トークンエコノミーの有用性や実現性に対

する可能性も見出され、今後の実用化に向けて貢献することができたと考え

る。アド・トークンエコノミー形成意識の構造を明らかにし、互酬性やオンラ

インコミュニティ形成にも触れ、トークンエコノミーの形成について研究を行

うことができたため、同分野に貢献できたと考える。  

実務的なインプリケーションは以下の通りだ。先に紹介した Brave や ALIS

といったような既存のビジネスによるトークン活用の裏付けとなる研究ができ

た。新たな経済圏、広告業界におけるトークンエコノミーの発展に寄与するこ

とができ、大きな意義であると考える。  

今後トークンエコノミーを活用するビジネスの成立のために本研究で検討を

行ったトークンエコノミー形成意識尺度を応用することができる。下位尺度が

明らかになり、トークンエコノミーで採用されるリワードの価値、施策への態

度、インセンティブなどを考慮することによって様々な分野のトークンエコノ

ミービジネスが実現に向かうだろう。LINE（2020）では仮想通貨「LINK」の

取り扱いをアナウンスした。このよう仮想通貨やトークンエコノミービジネス

は今後も増加し、採用する企業も増えるだろう。今後の新たなテクノロジーの

ビジネスに関わる研究ができたことは意義があると言える。  

今後は、本研究を元にさらなるトークンエコノミー形成に関する要因研究を

進め、より精密で本質を捉えるような研究を行いたい。アド・トークンエコノ

ミー形成意識尺度を完全なものとするため引き続き研究に取り組みたい。  

 

 



 47 

6-2.本研究の限界  

リワード広告がまだ浸透しておらず、リワード広告の想定が非常に困難であ

った。因子分析を行なった後に信頼性は確かめることができたが、妥当性の検

討が不十分であった。同じ傾向の見られる尺度の測定、反対に反対傾向の見ら

れる項目の測定を行い妥当性の確認することでより因子分析の結果を精密なも

のにできるだろう。妥当性の検討が不十分なため尺度として不完全だが、本研

究をベースとし研究を続けていきたい。また、因子分析の際、サンプル数が十

分ではなく、多くのサンプルを確保することができれば、より正しい因子の抽

出が期待できるだろう。  

 

6-3.備考  

 本研究は同年に行われた「見せるネット広告から見てもらうネット広告へ  

-オプトイン・リワード広告の活用による広告効果とアド・トークンエコノミ

ー -」と並行して行われた。インターネット上のディスプレイ広告におけるリ

ワード広告の効果を測定し、さらにアド・トークンエコノミーの投げ銭にも言

及しているため、そちらも参考にするとより理解が深まるだろう。  
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<注 >  

1 )日本経済新聞夕刊「漫画村、画像収集役 10 人越」 2019 年 9 月 9 日 .  

2 )日経産業新聞「アドテク⑤」 2017 年 3 月 24 日 .  

3 )日本経済新聞朝刊「トークンエコノミーと地域活性化③」 2019 年 10 月 29 日 .  

4 )日経産業新聞「トークンエコノミーと地域活性化③」 2018 年 11 月 21 日 .  
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【広告に関する調査】 

 

 

F．調査結果の整理のため、あなたご自身のことについてお伺いします。 

１）学年 

１．１年 ２．２年 ３．３年 ４．４年以上 

 

２）年齢 

１．１８歳 ２．１９歳 ３．２０歳 ４．２１歳 ５．２２歳 ６．２３歳以上 

 

３）性別 

１．男性 ２．女性 

 

４）学部 

１．仏教学部 

２．文学部 

３．経済学部 

４．法学部 

５．経営学部 

６．医療健康科学部 

７．GMS学部 

  

 

 

 

－ ここまで終わりましたら、指示があるまでその場でお待ちください － 

 

 

№ 

本調査は、研究の一環として行っております。調査データは統計情報として扱い、

学術的な目的にのみ利用しますので皆さまに迷惑がかかることはございません。お

忙しいところ恐縮ですが、調査の趣旨をご理解の上ご協力くださいますよう、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

経営学部 中野香織ゼミ 宮崎雄右 

G 
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問  あなたの考えについて伺います。以下のそれぞれについて、あなたのお気持ちに最も当

てはまるものをお答えください。（それぞれ○は１つ） 

 

・先に提示した前提知識を思い出しながら回答してください。 

・以下「リワード」は広告視聴で得た報酬（ポイント）を意味します。 

 全
く
そ
う
思
わ
な
い 

そ
う
思
わ
な
い 

ど
ち
ら
で
も
無
い 

そ
う
思
う 

と
て
も
そ
う
思
う 

５．リワードのために広告を進んで見たい １ ２ ３ ４ ５ 

６．リワード広告は好きである １ ２ ３ ４ ５ 

７．リワード広告は人の役に立つべきだ １ ２ ３ ４ ５ 

８．リワードを良質なコンテンツの作成者に与えたい １ ２ ３ ４ ５ 

９．リワード広告は良い １ ２ ３ ４ ５ 

１０．広告を見てリワードが欲しい １ ２ ３ ４ ５ 

１１．良質なコンテンツには同等のリワードを与えるべきだ １ ２ ３ ４ ５ 

１２．リワードがあれば広告を見る １ ２ ３ ４ ５ 

１３．リワードは人や社会の役に立てる １ ２ ３ ４ ５ 

１４．リワード広告は魅力的だ １ ２ ３ ４ ５ 

１５．他の人にもリワード広告視聴を勧めたいと思う １ ２ ３ ４ ５ 

１６．リワードでコンテンツ作成者が喜びを感じることができる １ ２ ３ ４ ５ 

１７．暇があったらリワード広告を見たい １ ２ ３ ４ ５ 

１８．リワード広告視聴に時間を費やしたい １ ２ ３ ４ ５ 

１９．リワードを与えて人の役に立ちたいと思う １ ２ ３ ４ ５ 

２０．リワード広告は意味がない １ ２ ３ ４ ５ 

２１．リワード取得のために自分がコンテンツを作成したい １ ２ ３ ４ ５ 

２２．リワード取得のために自分が良質のコンテンツを作成した
い 

１ ２ ３ ４ ５ 

２３．リワード広告は気になる １ ２ ３ ４ ５ 
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調査は以上で終了です。ご協力ありがとうございました。

 全
く
そ
う
思
わ
な
い 

そ
う
思
わ
な
い 

ど
ち
ら
で
も
無
い 

そ
う
思
う 

と
て
も
そ
う
思
う 

２４．コンテンツ作成者やコミュニティにリワードを利用して貢

献したいという気持ちがある 

１ ２ ３ ４ ５ 

２５．リワード広告を友人に教えたい １ ２ ３ ４ ５ 

２６．広告のリワードを利用してコンテンツ作成者を支援したい １ ２ ３ ４ ５ 

２７．リワード広告の存在を人に勧めたい １ ２ ３ ４ ５ 

２８．リワード広告は無いよりあった方が良い １ ２ ３ ４ ５ 

２９．リワード広告視聴に興味がある １ ２ ３ ４ ５ 

３０．リワード取得のために行動したい １ ２ ３ ４ ５ 

３１．リワードを活用してコミュニティに貢献したい １ ２ ３ ４ ５ 

３２．広告のリワードで収入を得たい １ ２ ３ ４ ５ 

３３．広告のリワードは人の役に立つと思う １ ２ ３ ４ ５ 
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前提知識 

各項目を理解した方は次のチェックボックスにチェックしてください。 

 

1.とあるウェブサイトでは、あなたは広告を視聴することによって報酬（ポイント）を

得ることができます。 

 

2.視聴することによってポイントを得られる広告をリワード広告と言います。 

 

3.広告視聴で得たポイントはあなたのものです、そのポイントはチップという形でオン

ラインのコンテンツ制作者（ウェブサイトの運営者、記事を書いた人、ツイートをした

人、絵を描いた人等）に与えることができ、制作者を支援することができます。 

 

4.ポイントは後にお金等に換金できます。 

 

5.以下「リワード」は広告視聴で得た報酬（ポイント）を意味します。 

 

 

       上記を理解しました。 

 

 

 

1 2 3 4 5 


